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議題（３）平成２９年度地域包括支援センター事業実施方針及び事業

計画について 

 

安城市地域包括支援センター事業実施方針 

 

（目的） 

第１条 地域包括支援センター（以下「センター」という。）が、事業を円滑に実

施できるよう、介護保険法第１１５条の４７第１項の規定に基づき、センターの

事業実施方針について定める。 

（地域包括ケアシステムの推進） 

第２条 センターは、安城市（以下「市」という。）及び安城市内全ての各センタ

ー並びに関係諸機関と連携を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活する

ことができる環境構築の実現のために、医療、介護、予防、住まい、生活支援が

切れ目なく一体的に提供できる地域包括ケアシステムの推進に努める。 

 （地域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務の方針） 

第３条 センターは、実態把握や関係機関からの情報を収集し、地域の特性を考慮

した課題を把握し、当該センターの役割を明確にし、地域ごとに必要な重点的な

業務や取組みを市とセンターが協議して行い、地域が抱える課題の解決に努める。 

 （地域社会との連携及び専門職との連携構築の方針） 

第４条 センターは、高齢者を取り巻く多種多様な課題に対応するため、介護サー

ビス事業者、医療関係者、民生委員、町内福祉委員会、社会福祉協議会等から構

成される地域ケア会議の開催や、各関係機関が開催する会議への参加等、あらゆ

る機会を通じて、これらの関係機関との連携強化を意識し、高齢者を支援するた

めのネットワーク構築に努める。 

 （介護予防に係るケアマネジメントの実施方針） 

第５条 センターは、介護予防ケアマネジメントを実施する際には、指定介護サー

ビス事業所の活用に加え、住民主体の通いの場や趣味の活動、インフォーマルサ

ービス等の活用を推進し、地域で自立した生活を送り続けるためのケアマネジメ

ントの実施に努める。 

 （介護支援専門員に対する支援・指導の実施方針） 

第６条 センターは、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の実施に当たり、
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地域における介護支援専門員のネットワークを構築、活用し、介護支援専門員に

対する日常的個別指導、相談への対応、事例検討会、交流会などにより地域の介

護支援専門員が抱える支援困難事例等への指導・助言を行い、後方支援体制の確

立に努める。 

 （地域ケア会議の運営方針） 

第７条 センターは、介護サービス事業者、医療関係者、民生委員、町内福祉委員

会、社会福祉協議会等から構成される地域ケア会議（地域ケア個別会議・地域ケ

ア地区会議）を主催し、運営する。 

２ センターは、地域ケア個別会議を実施することにより、個別ケースの支援内容

の検討による個別課題の解決を図るとともに、検討を通じて介護支援専門員が行

う自立支援に資するケアマネジメントの支援、高齢者の実態把握や課題解決のた

めの地域包括支援ネットワークの構築、地域課題の把握に努める。 

３ センターは、地域ケア地区会議を実施することにより、地域の課題を把握し、

課題解決に向けた関係機関の連絡調整・役割分担を図り、必要な地域づくり・資

源開発につなげる。 

 （市との連携、個人情報の取扱い方針） 

第８条 センターは、その運営において常に市との連携を意識し、報告・連絡・相

談を徹底し、情報の共有に努める。 

２ 市は、権利擁護業務等を委託した立場の責任者として、センターと連携してそ

の活動を支援するとともに、行政責任において適切に権限を行使して、地域住民

の保健福祉の促進を担う。 

３ センターは、予め本人から個人情報を目的の範囲内で利用する旨の了解を得る

よう努める。また、関係法令（ガイドライン）を遵守し、厳重に取り扱うことと

し、その保護に遺漏のないよう十分留意するものとする。 

 （公正・中立性確保のための方針） 

第９条 センターは、包括的支援事業のみならず指定介護予防支援事業においても、

常に地域社会その他関係機関からの信頼を損なうことのないよう、事業の実施に

あたっては、特に公正・中立の立場を確保するよう努める。 

２ 市は、センターの運営に関する事項について、承認や協議、評価する機関とし

ての役割を発揮し、適切、公正かつ中立的なセンターの運営を確保するために介

護保険・地域包括支援センター運営協議会（以下「協議会」という。）を設置す
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る。 

３ 協議会においてセンターが公正・中立性を確保し適正な運営を行っているかを

評価するために、センターは定期的にその運営状況や事業内容について報告する。 

４ センターは、協議会において、事業を実施するに当たり助言を受けた場合は、

その内容を真摯に受け止め、適正に事業を実施する。 

（重点的に取り組むべき事項） 

第１０条 重点的に取り組むべき事項は、次の各号に定めるところによるものとす

る。 

（１）地域包括ケアシステムの推進 

   高齢者を取り巻く課題を明確にし、必要な支援、サービスにつなげることが

重要である。高齢者の課題を把握するために実態把握を行い、関係者と連絡を

とって情報の集約に努める。また、支援が必要な高齢者については、個人情報

の保護に留意しながら、必要に応じて、医師、ケアマネジャーなど介護サービ

ス事業者、町内福祉委員会、民生委員等の関係機関を招集して地域ケア個別会

議を開催し、高齢者の地域での在宅生活を支援する。 

（２）虐待、処遇困難ケースなどの支援 

虐待・処遇困難ケースについては、市と共同で相談・通報から問題解決に向

けて継続的に支援し、必要に応じて保健・医療・福祉関係者など虐待対応協力

機関と連携し、地域ケア個別会議等を開催する。 

（３）介護予防と社会参加の促進 

   窓口での相談、ケアプランの作成、実施状況の把握・評価等を的確に行える

よう、センター職員の資質向上に取り組むとともに、対応の中で明らかとなる

課題について地域ケア会議等に提示し、課題の解決方法について検討する。 

（４）医療との連携促進 

   在宅での医療依存度の高い高齢者や認知症高齢者支援など、関係する医療機

関との情報共有、学習会など顔のみえる機会づくり、相談できる関係作りに取

り組む。 

（５）認知症高齢者への対応支援 

   増加する認知症高齢者の支援と予防啓発のために、相談体制の充実や医療機

関の情報提供、高齢者や地域住民に向けた認知症の理解のための勉強会の開催

など、関係機関と連携し機能を充実する。 
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平成２９年度 安城市地域包括支援センター    事業計画書 

 

１ 運営方針  

   市の示す地域包括支援センター事業実施方針を踏まえ、高齢者が住み慣れた地

域で、尊厳あるその人らしい生活を継続することができるようにするため、介護

予防対策から介護サービスや医療サービスまでを、高齢者の状態の変化に応じ切

れ目なく提供することが必要である。このため、地域の高齢者の支援を包括的に

行う中核機関として安城市地域包括支援センター    を設置し、公正で中立

性の高い事業運営を行うものとする。 

  センターの基本機能は、次の各号に定めるものとする。 

（１）地域の高齢者の実態把握や虐待への対応などを含む総合的な相談支援業務及

び権利擁護業務 

（２）長期継続的なケアマネジメントの後方支援を行う包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務 

（３）予防給付及び介護予防・生活支援サービスに係る介護予防ケアマネジメント 

 

２ 運営体制 

（１）運営主体 別添３－３のとおり 

（２）設置場所 別添３－３のとおり 

（３）業務開始 別添３－３のとおり 

（４）業務時間 別添３－３のとおり 

（５）職員体制 別添３－３のとおり 

（６）実施地域 別添３－３のとおり 

 

３ 重点目標  別添３－３のとおり 

   

４ 事業計画 

（１）総合相談支援 

  ① 窓口相談 地域包括支援センターで随時受付 

         相談受付時間帯は別添３－３業務時間のとおり 

  ② 電話相談 地域包括支援センターで随時対応 

         相談受付時間帯は別添３－３業務時間のとおり 

  ③ 実態把握 訪問等必要に応じて随時実施 

（２） 権利擁護、高齢者虐待防止業務 

① 相談 

② 関係者・関係機関との会議 

③ 制度等の啓発 
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（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

・介護支援専門員への支援 

① 市内介護支援専門員との連絡調整、ケース検討 

② 困難ケース等の相談、同行訪問 

 ・日常生活圏域における地域包括ケアシステムの推進 

① 地域ケア個別会議の開催 

② 地域ケア地区会議、情報交換会等の開催 

③ 地域ケア推進会議、保健福祉部会への参加 

④ 介護保険・地域包括支援センター運営協議会、地域包括ケア協議会への参 

加 

⑤ 医療・介護・予防・住まい・生活支援の関係機関等との連携 

⑥ 地域とのネットワークの構築 

⑦ 生活支援コーディネーターとの協働 

（４）介護予防ケアマネジメント業務 

  要支援認定又は基本チェックリストの実施による判定に基づき、要支援者等に

対して、介護予防及び生活支援を目的として、その心身の状況、置かれているそ

の他の状況に応じて、その選択に基づき、適切な事業が包括的かつ効率的に提供

されるよう、専門的視点から必要な援助を行う。なお、ケアマネジメントは次の

類型により実施する。 

① 予防給付によるケアマネジメント 

要介護認定の結果が要支援となり、かつ、予防給付を利用する者を対象に、

アセスメント、サービス担当者会議等を実施したうえで、介護予防プランを

作成し必要な支援を行う。 

② ケアマネジメントＡ 

次に掲げる介護予防・生活支援サービスを利用する者（予防給付を利用す

る者を除く。）に対して、アセスメント、サービス担当者会議等を実施したう

えで、介護予防プランを作成し必要な支援を行う。 

  (ア) 介護予防訪問サービス事業 

  (イ) 生活支援訪問サービス事業 

  (ウ) 介護予防通所サービス事業 

  (エ) 生活支援通所サービス事業 

    (オ) 短期集中型介護予防サービス事業 

③ ケアマネジメントＣ 

介護予防・生活支援サービス等を利用する者（予防給付を利用する者及び

（４）②の対象者を除く。）に対して、利用者と相談しながら目標設定及び利

用サービス等の選定を行う。また、ケアマネジメントの結果を利用者に説明

等行い共有し、住民主体の支援等につなげる。 

（５）認知症への支援業務 

① 認知症疾患医療センターとの協力連携 
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② 認知症予防・対応に関する相談支援 

③ 啓発活動 

（６）介護予防、地域包括支援センターに関する啓発活動業務 

① 民生委員への啓発 

② 町内福祉委員会への啓発 

 



平成２９年度各地域包括支援センター運営体制及び重点目標

資料３－３

さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

医療法人紘寿会

社会福祉法人安城市社

会福祉協議会

社会医療法人財団新和会

愛知県厚生農業協同組

合連合会

医療法人安祥会 社会福祉法人安祥福祉会社会福祉法人紘寿福祉会社会福祉法人愛知慈恵会

里町畑下６２番地 新田町新栄８４番地１ 住吉町２丁目２番７号 安城町東広畔２８番地 法連町８番地１ 福釜町矢場８８番地 東端町鴻ノ巣７２番地２小川町三ツ塚１番地１

平成28年2月1日 平成21年1月1日 平成28年4月1日 平成28年4月1日 平成29年4月1日 平成27年4月1日 平成29年4月1日 平成27年4月1日

月曜日～土曜日

午前８時４５分～午後

５時３０分

月曜日～金曜日

午前８時３０分～午後

５時１５分

月曜日～金曜日

午前８時３０分～午後

５時

第２・４・５土曜日

午前８時３０分から午

後１時

月曜日～金曜日

午前８時３０分～午後

５時

第１・３土曜日

午前８時３０分～午後

０時２０分

月曜日～土曜日

午前８時３０分～午後

５時３０分

月曜日～土曜日

午前８時３０分～午後

５時３０分

月曜日～土曜日

午前８時３０分～午後

５時３０分

月曜日～土曜日

午前９時～午後５時

社会福祉士 1 1 1（管理者兼務） 1（管理者兼務） 1（管理者兼務） 1 1 1

主任ケアマネ 1（管理者兼務） 1（管理者兼務） 1 1 1 1（管理者兼務） 1（管理者兼務） 1（管理者兼務）

保健師又は看護師 1（保健師） 1（保健師） 1（看護師） 1（看護師） 1（看護師） 1（保健師） 1（保健師） 1（保健師）

その他（プラン

ナー）

2（非常勤ケアマネ）

3（非常勤ケアマネ）

1（非常勤社会福祉士）

1（社会福祉士）

1（ケアマネ）

1（非常勤ケアマネ）

1（ケアマネ）

1（非常勤社会福祉士）

1（ケアマネ） 2（非常勤ケアマネ）

1（ケアマネ・社会福祉士）

1（非常勤ケアマネ）

東山中学校区 安城北中学校区 篠目中学校区 安城南中学校区 安祥中学校区 安城西中学校区 明祥中学校区 桜井中学校区

地域包括ケアシステム

の中で、地域の特性や

実情を踏まえ、地域が

抱える課題の解決に積

極的に取り組む。

主任介護支援専門員、

保健師、社会福祉士が

連携し、虐待、支援困

難事例に対し迅速に対

応する。

地域住民と専門職との

顔の見える関係づくり

を構築し、地域ケア地

区会議において地域の

課題抽出を行い、課題

の解決に積極的に取り

組む。

地域包括ケアシステム

の中で、地域の特性や

実情を踏まえ、地域が

抱える課題の解決に積

極的に取り組む。

地域包括ケアシステム

の中で、地域の特性や

実情を踏まえ、地域が

抱える課題の解決に積

極的に取り組む。

地域包括ケアシステム

の中で、地域の特性や

実情を踏まえ、地域が

抱える課題の解決に積

極的に取り組む。

地域包括ケアシステム

の中で、地域の特性や

実情を踏まえ、地域が

抱える課題の解決に積

極的に取り組む。

地域包括ケアシステムの中

で、地域の特性や実情を踏ま

え、地域が抱える課題の解決

に積極的に取り組む。

主任介護支援専門員、

保健師、社会福祉士等

が連携・協働し、業務

全体をチームアプロー

チで行う。

地域の福祉施設、サー

ビス事業所と連携し、

介護予防、認知症予防

などの地域住民への啓

発を図る。

生活支援ネットワーク

会議を通し、生活支援

サービスの構築に向け

て生活支援コーディ

ネーターと連携・協働

する。

主任介護支援専門員、

看護師、社会福祉士が

連携・協働し、業務全

体をチームアプローチ

で行う。

主任介護支援専門員、

看護師、社会福祉士が

連携・協働し、業務全

体をチームアプローチ

で行う。

主任介護支援専門員、

看護師、社会福祉士が

連携・協働し、業務全

体をチームアプローチ

で行う。

主任介護支援専門員、

保健師、社会福祉士が

連携・協働し、業務全

体をチームアプローチ

で行う。

主任介護支援専門員、看護

師、社会福祉士が連携・協働

し、業務全体をチームアプ

ローチで行う。

地区の民生委員や生活

支援コーディネーター

との連携を密にして、

地域住民の把握を行

い、地域の相談窓口と

して周知を促し支援に

結び付ける。

地域ケア個別会議・地

区会議を通じ、地域課

題の把握をするととも

に、生活支援コーディ

ネーターと連携し課題

解決に取り組む。

総合事業を推進し、介

護予防のためのケアマ

ネジメントを実施、高

齢者が地域において自

立した生活ができるよ

う支援する。

急性期医療機関、老健

施設、訪問看護、居宅

介護支援事業所その他

地域における医療・介

護関連施設との連携

を、地域の課題解決に

活用する。

総合事業に資する、介

護予防を主とした地域

の自主グループへの働

きかけを行う。

日常生活圏域の地域ケ

ア地区会議を年２回開

催するとともに町内会

単位や専門職の地域ケ

ア地区会議を随時開催

し、地域における専門

職等のネットワークの

強化を図る。

明祥中学校区にある介

護老人福祉施設、短期

入所生活介護、通所介

護、グループホーム、

訪問介護、小規模多機

能居宅介護、居宅介護

支援事業所との連携

を、地域の課題解決に

活用する。

地域の専門職のネットワーク

を構築し、地域や地域の医療

機関との連携強化を図る。

多職種連携が必要な

ケースに対して地域ケ

ア個別会議を開催し、

高齢者が自立した生活

を送れるよう支援す

る。

地域の認知症カフェへの協力

を通して、認知症に対しての

理解や啓発活動に取り組む。

認知症の人や家族への

支援や地域において認

知症の理解等認知症に

関する知識の普及や支

援を行う。

重点目標（４）

重点目標（５）

（１）運営主体

（２）設置場所

（３）業務開始

（４）業務時間

(

５

)

職

員

体

制

（６）実施地域

重点目標（１）

重点目標（２）

重点目標（３）

２

　

運

営

体

制

３

　

重

点

目

標
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平成２９年度 基幹包括支援センターについて 

 

１ 基幹包括支援センターの機能 

（１）地域型センターの統括及び連絡調整 

（２）地域型センターの事業に必要な高齢者に関する情報の提供 

（３）地域型センターに従事する職員及び居宅介護支援事業所の従事者の資質

の向上を図るための研修の実施 

（４）地域型センターにおける処遇困難及び虐待事例への支援 

（５）地域型センターが把握している地域課題の集約及び課題解決に向けての

取組支援 

（６）前５号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

  ア 地域包括ケアシステムの推進 

イ 在宅医療・介護連携推進事業 

  ウ 認知症施策推進事業 

 

２ 運営体制 

（１）運営主体  安城市 

（２）運営場所  市役所高齢福祉課内 

（３）業務開始  平成２８年４月１日 

（４）業務時間  月曜日～金曜日 午前８時３０分～午後５時１５分 

         祝祭日、年末年始は除く。 

（５）配置する専門職（予定） 

   既存の地域包括ケア担当職員 保健師１名 

社協からの出向職員     保健師１名、社会福祉士２名、主任介護支援 

専門員１名 


